
  （歳入歳出予算）

　第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ　４０８，２２６千円と定める。

　２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

 　（歳出予算の流用）

　第２条　地方自治法第２２０条第２項のただし書きの規定により歳出予算の各項の金額を流用することができる場合は、次の

　　とおりと定める。

　（１）　各項に計上した報酬（会計年度任用職員に係るものに限る。）、給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を

　　生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

　　  　　令和６年３月４日　提出

福岡県築上町長　　新　川　久　三

　　 令和６年度　築上町後期高齢者医療特別会計予算

   令和６年度築上町後期高齢者医療特別会計予算は、次に定めるところによる。



１



第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

（歳　　入）

 1  後期高齢者医療保険料 276,535

    276,535

 2  使用料及び手数料 21

    21

 3  繰 入 金 131,663

    131,663

 4  繰 越 金 1

    1

 5  諸 収 入 6

    2

    2

    1

     4 雑    入 1

408,226歳 入 合 計
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 1 繰 越 金

 

 1 延滞金、加算金及び過料

 2 償還金及び還付加算金

 3 預金利子

 1 後期高齢者医療保険料

 

 1 手 数 料

 

 1 一般会計繰入金

 

（単位：千円）

款 項 金　　　　額

 



（歳　　出）

 1  総 務 費 12,701

    12,470

    231

 2  後期高齢者医療広域連合納付金 392,723

    392,723

 3  諸支出金 1,101

    1,100

    1

 4  保健事業費 201

    201

 5  予 備 費  1,500

    1,500

408,226歳 出 合 計

─2─

 

 1 保健事業費

 1 予 備 費

 2 徴 収 費

 

 1 後期高齢者医療広域連合納付金

 

 1 償還金及び還付金

 2 繰 出 金

（単位：千円）

款 項 金　　　　額

 

 1 総務管理費



 （歳　　入）

 1  後期高齢者医療保険料 276,535 257,119 19,416

 2  使用料及び手数料 21 21 0

 3  繰 入 金 131,663 120,745 10,918

 4  繰 越 金 1 1 0

 5  諸 収 入 6 6 0

408,226 377,892 30,334歳 入 合 計
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 歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

  １．総　括

    （単位：千円）

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較



 （歳　　出）

国 県 支 出 金

 1  総 務 費 12,701 12,658 43   12,701 0 

 2  後期高齢者医療広域連合納 392,723 362,633 30,090   392,723 0 

    付金        

 3  諸支出金 1,101 1,101 0   1,101 0 

 4  保健事業費 201 0 201   201 0 

 5  予 備 費 1,500 1,500 0   1,500 0 

408,226 377,892 30,334   408,226 0 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

そ の 他

歳 出 合 計
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（単位：千円）

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 　　比　　較　　

本 　年 　度 　予 　算 　額 　の 　財 　源 　内 　訳

特　　　　定　　　　財　　　　源
一 般 財 源

地 方 債



２．歳　入

 1．款  後期高齢者医療保険料  1．項  後期高齢者医療保険料 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 特別徴収保険料 192,992 183,775 9,217  1 現年度分      192,992 現年度分 192,992

 2 普通徴収保険料 83,543 73,344 10,199  1 現年度分       82,210 現年度分 82,210

 2 滞納繰越分        1,333 滞納繰越分 1,333

276,535 257,119 19,416

 2．款  使用料及び手数料  1．項  手 数 料 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 証明手数料 1 1 0  1 納付証明手数料            1 納付証明手数料 1

 2 督促手数料 20 20 0  1 督促手数料           20 督促手数料 20

21 21 0

 3．款  繰 入 金  1．項  一般会計繰入金 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 事務費繰入金 25,323 25,616 △293  1 事務費繰入金       25,323 事務費繰入金 25,323

 2 保険基盤安定繰入金 106,340 95,129 11,211  1 保険基盤安定繰入      106,340 保険基盤安定繰入金 106,340

  金

131,663 120,745 10,918
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計

説 明

計

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

計

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



─6─

 4．款  繰 越 金  1．項  繰 越 金 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 繰 越 金 1 1 0  1 繰  越  金            1 前年度繰越金 1

1 1 0

 5．款  諸 収 入  1．項  延滞金、加算金及び過料 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 延 滞 金 1 1 0  1 延  滞  金            1 延滞金 1

 2 過    料 1 1 0  1 過      料            1 過料 1

2 2 0

 5．款  諸 収 入  2．項  償還金及び還付加算金 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 保険料還付金 1 1 0  1 保険料還付金            1 保険料還付金 1

 2 還付加算金 1 1 0  1 還付加算金            1 還付加算金 1

2 2 0

説 明

計

計

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

計

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額



 5．款  諸 収 入  3．項  預金利子 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 預金利子 1 1 0  1 預金利子            1 預金利子 1

1 1 0

 5．款  諸 収 入  4．項  雑    入 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 雑    入 1 1 0  1 雑      入            1 雑入 1

1 1 0
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説 明

計

計

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



３．歳　出

 1．款  総 務 費  1．項  総務管理費 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 一般管理費 12,470 12,398 72 12,470  1 報      酬       1,932 会計年度任用職員報酬 1,932

 2 給      料       3,363 一般職給 3,363

 3 職員手当等       3,362 扶養手当 126

住居手当 1

通勤手当 53

時間外勤務手当 500

管理職手当 1

期末勤勉手当 1,361

児童手当 189

退職手当組合負担金 406

会計年度任用職員期末勤勉手当 725

 4 共  済  費         998 共済組合負担金 998

 8 旅      費         123 普通旅費 63

会計年度任用職員通勤費用 60

10 需  用  費         573 消耗品費 108

印刷製本費 465

11 役  務  費       1,920 通信運搬費 1,880

手数料

  金融機関取扱手数料 40

12 委  託  料         199 業務委託料

  納付書等ブッキング封入作業委託料

199

　 計 12,470 12,398 72 12,470

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明



 1．款  総 務 費  2．項  徴 収 費 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 徴 収 費 223 252 △29 223 10 需  用  費         175 消耗品費 36

印刷製本費 139

11 役  務  費          48 通信運搬費 48

 2 滞納処分費 8 8 0 8  8 旅      費           8 普通旅費 8

　 計 231 260 △29 231

 2．款  後期高齢者医療広域連合納付金  1．項  後期高齢者医療広域連合納付金 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 後期高齢者 392,723 362,633 30,090 392,723 18 負担金・補     392,723 負担金

医療広域連   助及び交付   事務費負担金 9,848

合納付金   金   保険料等負担金 382,875

　 計 392,723 362,633 30,090 392,723

 3．款  諸支出金  1．項  償還金及び還付金 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 保険料還付 1,000 1,000 0 1,000 22 償還金・利       1,000 過誤納還付金 1,000

金   子及び割引

  料

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源
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本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

一般財源 区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源



 3．款  諸支出金  1．項  償還金及び還付金 （単位 ： 千円）

節       

目

 2 還付加算金 100 100 0 100 22 償還金・利         100 還付加算金 100

  子及び割引

  料

　 計 1,100 1,100 0 1,100

 3．款  諸支出金  2．項  繰 出 金 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 一般会計繰 1 1 0 1 27 繰  出  金           1 繰出金

出金   一般会計繰出金 1

　 計 1 1 0 1

 4．款  保健事業費  1．項  保健事業費 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 保健衛生普 201 0 201 201 10 需  用  費          54 消耗品費 54

及費 11 役  務  費          96 手数料

  手数料 96

12 委  託  料          21 検査検診委託料

  検査検診等委託料 21

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源
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本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明



 4．款  保健事業費  1．項  保健事業費 （単位 ： 千円）

節       

目

13 使用料及び          30 使用料

  賃借料   コピー使用料 30

　 計 201 0 201 201

 5．款  予 備 費  1．項  予 備 費 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 予 備 費 1,500 1,500 0 1,500 29 予  備  費       1,500 予備費 1,500

　 計 1,500 1,500 0 1,500

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明



給　与　費　明　細　書
１．一 般 職

 （１）  総  括 （単位：千円）

2 998 9,466

2 998 9,183

283

時 間 外 管理職 宿日直 期末勤勉 管理職員 退職手当

勤務手当 手　当 手　当 手    当 特別勤務手当 組合負担金

職 員 手 当

53 1 500 1 2,086 406

の  内  訳

126 324 500 1,646 396

△ 73 △ 323 1 440 10
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区        分
職 員 数

（人）

給　　　与　　　費

共 済 費 合    計 備    考

報      酬 給      料 職員手当 計

本  年  度

前  年  度

1,932 3,363 3,173 8,468

1,802 3,265 3,118 8,185

比   較

130 98 55 283

区   分 扶養手当 通勤手当 住居手当 地域手当

比　　　較

備    考

本年度
126

前年度
126



ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位：千円）

1 998 6,809

1 998 7,021

△ 212

時 間 外 管理職 宿日直 期末勤勉 管理職員 退職手当

勤務手当 手　当 手　当 手    当 特別勤務手当 組合負担金

職 員 手 当

53 1 500 1 1,361 406

の  内  訳

126 324 500 1,286 396

△ 73 △ 323 1 75 10
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3,265 2,758 6,023

比　　　較
98 △ 310 △ 212

前  年  度

区        分
職 員 数

（人）

給　　　与　　　費

共 済 費 合    計 備    考

報      酬 給      料 職員手当 計

3,363 2,448

備    考

126

区   分 扶養手当 通勤手当 住居手当

本年度

前年度
126

比   較

地域手当

5,811
本  年  度



イ　会計年度任用職員

（単位：千円）

1 2,657

1 2,162

495

時 間 外 管理職 宿日直 期末勤勉 管理職員 退職手当

勤務手当 手　当 手　当 手    当 特別勤務手当 組合負担金

職 員 手 当

725

の  内  訳

360

365
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区        分
職 員 数

（人）

給　　　与　　　費

共 済 費 合    計 備    考

報      酬 給      料 職員手当 計

本  年  度

前  年  度

1,932 725 2,657

1,802 360 2,162

比   較

130 365 495

区   分 扶養手当 通勤手当 住居手当 地域手当

比　　　較

備    考

本年度

前年度



（２）  給 料 及 び 職 員 手 当 の 状 況

区分
増　減　額
（千円）

説　　　　明 備　　考

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 48

昇 給 に 伴 う 増 加 分 118

そ の 他 の 増 減 分 △ 68

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 429

そ の 他 の 増 減 分 △ 374

（３）  給 料 及 び 職 員 手 当 の 状 況

  ア　 職 員 １ 人 当 り 給 与

一般行政職 技能労務職

280,250

295,333

34歳10ヶ月

272,083

320,083

33歳10ヶ月

イ　初任給

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職 国　の　制　度

（円） （円） 一般行政職（円） 技能労務職（円）

170,900 170,900 166,600 181,800

196,200 196,200 196,200 －
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人事院勧告による給料表改定

普通昇給による増加

職員構成の変動等による増減

人事院勧告による給料表改定及び勤勉手当支給率改定

職員構成の変動等による増減、昇給による手当基礎額の増

区                        分    

増　減　事　由　別　内　訳
　　　　　　　　　　　　　　（千円）

給料 98

職員手当 55

区　　　　分

高　校　卒

大　学　卒

令和6年4月1日現在

平 均 給 料 月 額   （円）

平 均 給 与 月 額   （円）

平   均    年    齢   （歳）

令和5年4月1日現在

平 均 給 料 月 額   （円）

平 均 給 与 月 額   （円）

平   均    年    齢   （歳）



  ウ． 級 別 職 員 数

（級別の標準的な職務内容）

区    分

令和6年4月1日現在
現　　在

令和5年4月1日現在
現　　在
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区     分

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

備考
級

職員数 構成比
級

職員数 構成比

（人） （％） （人） （％）

1

3 3

2 2

1

1 100.0%

5

4 4

1 1

計 計

6

1 100.0%

3 3

2 2

1 100.0%

5

4 4

計 計

6

1 100.0%

６    級

一 般 職 主   事 主   事 主査・主任主事 係長・主査 課長補佐 参事・課長・審議監

１    級 ２    級 ３    級 ４    級 ５      級



エ．昇給

一般行政職 技能労務職

職員数（A)（人） 1 1

昇給に係る職員数（B)（人） 1 1

2号給（人）

4号給（人） 1 1

6号給（人）

8号給（人）

比率（B）／（A)　　％ 100.0 100.0

職員数（A)（人） 1 1

昇給に係る職員数（B)（人） 1 1

2号給（人）

4号給（人） 1 1

6号給（人）

8号給（人）

比率（B）／（A)　　％ 100.0 100.0

オ　期末手当  勤勉手当

支給率計 備　　考

６月期（月分） １２月期（月分） （月分）

2.250 2.250 4.500 有

2.200 2.200 4.400 有

2.250 2.250 4.500 有
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国の制度

区分 合計
代表的な職種

本
年
度 号給数別内訳

前
年
度 号給数別内訳

区　　分
支給期別支給率 職制上の段階、

職務の級等による
加算措置

本　年　度

前　年　度
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤務の者 25年勤務の者 35年勤務の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000
定年前早期

退職特例措置
無

国の制度 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000
定年前早期

退職特例措置
無

キ　地域手当

福岡市

10

0

10

ク　特殊勤務手当

一般行政職 技能労務職

- -

- -

ケ　その他の手当

備　　考

支給対象地域

支給率（％）

給与総額に対する比率（％） -

区　　分
その他の

加算措置等
退職時

特別昇給

支給対象職員数（人）

国の指定基準に基づく支給率（％）

区分 全職種

代表的な職種

支給対象職員の比率（％） -

代表的な特殊勤務手当の名称 屍体取扱作業手当

区分 国の制度との異同 差異の内容

通　勤　手　当 同　　じ

扶　養　手　当 同　　じ

住　居　手　当 同　　じ


